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092401 新小岩駅周辺開発整備事業

区分

事業区分 施策体系 0924 駅周辺等拠点の形成

評価者 所管課長 存廃判断 可 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

新小岩駅周辺地区及び周辺地区居住者、来訪者 新小岩地域内居住者、商業・業務従事者

新小岩駅周辺地区を広域生活拠点として、交通、商業・生活サービスの機能が充実し、
駅周辺の一体性・回遊性が図られた、賑わいのある魅力的で住みやすいまちを創造する。

平成７年度開始。身近で魅力的な広域生活拠点の実現を目指し、地域と協働のまちづくり
を推進し、地区計画制度、再開発事業等の計画の策定を行う。１７年度は、駅周辺地区の
一体性、回遊性、駅周辺の交通結節点機能の向上のため、南北自由通路整備の早期実現を
目指し「新小岩駅南北自由通路等施設計画策定委託」を実施した。また、南北自由通路の
計画や東北地区の都市基盤施設整備を起爆剤に、北口地区のまちづくりを進めた。さらに
、東南地区では地区計画等の調査、検討を行い、住民やJR東日本等関係機関と調整を図り
、早期の地区計画等の都市計画決定を目指した。

都市計画法、建築基準法

新小岩駅周辺地区は、区内最大の交通が集中する地区であるが、総武線や平和橋通りによ
る地区の分断、南口への交通の集中、新たな交通広場・道路の整備により活発になると予
想される民間開発、さらに、個々の建築物の建替えの規制・誘導に対する施策が整備され
ていないなど、多くの課題がある。

成果指標 1ＪＲ新小岩駅乗降客数 2駅周辺が住み、働き、憩う、賑わいのある拠点に
なっていると思う区民の割合（奥戸・新小岩）

活動指標 1活動件数 =(勉強会、説明会等の開催回数)+(まちづくり協議会等への出
席回数)+(調査件数) 2都市計画決定数

継続。広域生活拠点を目指す新小岩駅周辺地区にとって、本事業は必要であり、今後も積
極的に推進していく。

はい。都市計画マスタープランに位置づけられた魅力ある広域生活拠点を実現するため、
地域住民や民間事業者と協働した都市基盤整備や、再開発等の面的な整備の推進、地区計
画等の都市計画制度を活用したまちづくりを進める本事業は必要不可欠な事業である。

実施困難。都市基盤施設の計画を含めた駅周辺地区のまちづくり計画策定や、地区計画の
導入等は行政においてのみ実現可能である。また、個々に進められる事業相互の整合や区
全体との調整を図る必要があることからも、区が主体となって実施すべきである。

どちらとも言えない。個別計画の早期達成、個別計画の構成などに新たな発想を加えるこ
とや、地域、民間との協働により、まちづくりの効果を高める余地はあると考えられるが
、具体的な施策の実現に至っていないため、効果の程は検証されていない。

あまりない。本事業は外部化が困難であること、また、当面の業務は人件費が大半を占め
るが、事業の着実な進展を図るためには現員（３人）の確保が必要であること等から、コ
ストを削減する余地はあまりない。

人

％

件

件

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 138,500.00

139,698.00

29.80

34.20

619.24

70.00

111.00

190.79

0.00

0.00

21,178

平成18年度

138,700.00

29.80

80.00

1.00

22,496

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092401

平成17年度 平成18年度

都市整備部 街づ推進課

新小岩駅周辺開発整備事業

国庫支出金

都道府県支出金
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地方債
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事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入
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平成17年度

平成17年度

21200000

0

19,378

2,778

0

16,600

2.00

2.00

0

0

0

1,800

0

0

1,800

21,178
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平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
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予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

092402 金町駅南口地区市街地再開発事業

区分

事業区分 施策体系 0924 駅周辺等拠点の形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

施行地区内の権利者、ＪＲ及び京成金町駅及び周辺を利用する全ての者

歩車道が分離されたゆとりある道路が整備され、訪れる多くの人々にとって、利用しや
すい魅力的な拠点を形成する。また、地域の防災性の向上を図ると共に多くの人々が利便
性の高い駅前に安全に安心して住み､憩うことができる街にする。

平成７年度開始。密集した当地区に必要な道路整備等のための土地を生み出すため、市
街地再開発事業の手法により土地の高度利用を図り、併せて、多くの人々が利便性の高い
駅前に安全に安心して住み憩うことのできる住宅や商業施設を整備する。そのため、施行
地区内の権利者で構成された金町六丁目地区市街地再開発組合が行う市街地再開発事業に
対し必要な技術提供や経費補助等を行う。（補助金＝補助対象経費 １／３）

都市再開発法

○権利変換後の土地建物の明渡しを円滑に進めるためには、権利者に対し代替地や仮住
居・仮店舗の斡旋など事業実施後の生活再建策を構築していく必要がある。

○成果指標 ①商業・住宅床面積（㎡）
②駅周辺が、住み、働き、憩う、賑わいのある拠点になっていると思う区民
の割合（％）（金町・新宿地区）

○活動指標 ①合意形成率 ②勉強会の開催

継続。財政上の制約や、権利者の合意形成等の課題はあるものの、魅力的な拠点を形成す
るためには細分化された土地の集約化を図り、市街地環境の改善を図れる市街地再開発事
業は有効な手法である。また、都市計画事業として実施することで、少ない財政負担で効
率的にまちづくりを誘導することができ、大きな効果が期待できる。

はい。金町六丁目地区市街地再開発組合の行う市街地再開発事業は、道路の整備と防災性
の向上、生活環境の改善に加え商業の活性化が図れるなど、金町駅周辺の街づくりにとっ
て大きな効果が期待でき、必要な事業である。

実施済。当該事業は、施行区域内に土地・建物を所有する権利者が組合を設立して行う民
間開発事業である。また、行政が定めた都市計画に基づく事業として実施することから、
組合施行といえども極めて公共性の高い事業でもある。

いいえ。権利変換計画の認可を東京都知事から得たことで、事業スキームは確固なものと
なったのでこれ以上の効果を上げる余地はない。

いいえ。市街地再開発事業を取り巻く環境は、社会経済状況の変化の中で大変厳しい状況
になっている。こうした下で事業を立ち上げていくには、行政からの人的・財政的支援を
受けることなく、組合独自で行うのは困難である。

㎡

％

％

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 14,586.00

14,586.00

24.30

36.70

26,876.21

95.00

95.00

10,382.71

170.00

160.00

6,164.73

986,357

平成18年度

14,586.00

24.30

100.00

100.00

1,154,458

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092402

平成17年度 平成18年度

都市整備部 街づ推進課

金町駅南口地区市街地再開発事業

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

450,250

43,150

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

21200000

67,059

418,448

962,307

0

16,600

2.00

0.00

2.00

0

0

5,650

1,800

0

0

7,450

986,357

平成18年度

313,900

2,800

0

4,097

830,961

890,758

0

261,000

3.00

3.00

0

0

0

2,700

0

0

2,700

1,154,458
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(単位：千円)
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平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ推進課
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予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

092403 立石駅周辺地区市街地再開発事業

区分

事業区分 施策体系 0924 駅周辺等拠点の形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

立石駅周辺地区再開発検討エリアの権利者及び利用者

①土地利用の再編により、空地を確保し、道路や駅前広場などの都市基盤を整備し､駅前
を区民が利用しやすくする。

②建築物の更新により木造家屋の密集地域を解消し、安全に安心して暮らせる都市に再生
する。

③土地の有効・高度利用により、商業床・住宅床を増加させ、地区の活性化を図る。

【開始年度：平成９年度】市街地再開発事業によるまちづくりを推進するため、現地に「
立石駅周辺地区街づくり事務所」を設け、職員（常駐）が地権者等の相談に応じるほか、
戸別訪問などを実施している。 また、計画案作成のため、国庫補助金を活用し調査を実
施するとともに再開発を検討する地元地権者組織に対し、講演会、見学会、意見交換会な
どの活動費への補助を行うなど権利者の合意形成を促進する。 事業実施段階においては
、再開発の施行者である市街地再開発組合に対して区から補助金や公共施設管理者負担金
の交付等を行うことにより、円滑で適切な事業実施を支援する。

都市再開発法、都市計画法

バブル経済の崩壊に伴う地価の下落や長引く景気低迷などにより、権利者の事業に対す
る不安要因が合意形成を難しくしている。今後の計画案作成段階では、街の魅力を高めこ
れを付加価値として保留床が高く売れる工夫をした事業計画にする必要がある。

○成果指標１：【目標値】商業・住宅床面積 98,260㎡ 【目標年度】平成２４年度
２：駅周辺が、住み、働き、憩う、賑わいのある拠点になっていると思う
区民の割合（立石・四つ木地区） 18.7％

○活動指標１：地元組織活動

継続。細分化された土地の集約化を図り、都市基盤整備と一体で立石駅周辺の市街地を
総合的に改善するには、市街地再開発事業は不可欠な手法である。再開発は次世代も含め
将来にわたり安心で安全なまちをつくる長期的な社会資本整備の取り組みであり、事業の
効果が得られるまで継続する必要がある。

はい。本事業は、防災都市づくりの重点整備地区における拠点整備、連続立体交差事業
に併せて駅前広場と都市計画道路の整備や、地域の商業活性化などを図るもので、事業の
必要性は高い。

実施済。既に一部で民間委託を実施している。

どちらとも言えない。検討区域、権利者数の規模から合意形成に時間を要することが懸
念される。そこで、具体的で実現性の高い計画案の検討作業を進めるとともに、権利者の
生活再建方策を提供するなどして、早期に事業効果を上げる様、既に工夫をしている。

あまりない。本事業には、国の補助を導入して最も効率的に事業を実施できるよう努め
ている。

㎡

％

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 60,500.00

60,500.00

18.70

25.70

1,681.05

70.00

42.00

1,028.64

43,203

平成18年度

60,500.00

18.70

50.00

46,646

活動指標２

成果指標２

活動指標１
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21200000平成18年度
【No.509】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092403

平成17年度 平成18年度

都市整備部 街づ推進課

立石駅周辺地区市街地再開発事業

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

3,400

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

21200000

0

37,103

15,603

0

24,900

3.00

3.00

0

0

0

2,700

0

0

2,700

43,203

平成18年度

3,500

0

0

0

40,446

15,146

2,700

26,100

3.00

3.00

0

0

0

2,700

0

0

2,700

46,646

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街づ推進課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

092404 高砂駅周辺踏切対策に伴うまちづくり調査委託

区分

事業区分 施策体系 0924 駅周辺等拠点の形成

評価者 所管課長 存廃判断 可 ＮＰＯ協働 可

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

高砂地域内の居住者、商業・業務従事者、高砂駅周辺地区への来訪者

鉄道連続立体交差事業を契機とする高砂駅周辺の街づくりの計画を具体化することによ
り、地元の街づくりへの気運を高める。

平成17年度から事業開始。高砂駅周辺の交通利便性や防災性を向上させ、魅力と活力あ
る生活拠点を形成することを目的に地元住民による街づくり勉強会を立ち上げ、鉄道立体
化と一体となった街づくり計画を作成する。

踏切道改良促進法、踏切対策基本方針（都）

①高砂1号踏切（最大遮断時間52分/時）がボトルネック踏切となっており、住民の安全性
が脅かされている。②平成22年に「成田新高速鉄道」の開業が予定されており、踏切のさ
らなる遮断時間の増が懸念される。③高砂の街が鉄道により南北に分断され、一体的な街
づくり及び商業活動に支障をきたしている。

＜成果指標＞ ①要請活動累計数 ②地元勉強会累計開催数
＜活動指標＞ ①要請活動 ②地元勉強会の開催

継続。京成本線による地域分断や7箇所の踏切による交通渋滞により、都市活動が阻害され
るなど、まちづくりの点でも喫緊の課題である。連続立体交差事業の早期実現化のために
も、地元組織と連携してまちづくり計画の具体化を図っていく必要がある。

はい。連立事業の採択基準では、膨大な事業費に見合う地域まちづくりへの効果が厳しく
問われており、踏切対策基本方針に基づく鉄道立体化の検討対象区域20路線の中で早期実
現化を目指すためには、事業効果を最大限に引出す総合的なまちづくりが不可欠である。

実施済。既に一部民間委託で実施している。

いいえ。鉄道立体化の早期実現が可能となるよう、都や国への要請活動を行う一方、駅周
辺まちづくりの醸成、都市基盤の整備などまちづくり計画を地元組織と一体となって実施
しておりこれ以上の成果を上げる方策はない。

いいえ。地域住民の合意形成を図りながら、地域提案型のまちづくり構想を策定しており
、また、専門的な見地からの支援が必要な分野においては民間委託を導入しており、現時
点でこれ以上コストを下げる余地はない。

回

回

回

回

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 3.00

3.00

5.00

5.00

679.60

1.00

1.00

3,398.00

5.00

5.00

679.60

3,398

平成18年度

4.00

11.00

1.00

6.00

14,181

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21200000平成18年度
【No.510】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092404

平成17年度 平成18年度

都市整備部 街づ推進課

高砂駅周辺踏切対策に伴うまちづくり調査委託

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

21200000

0

3,155

914

0

2,241

0.27

0.27

0

0

0

243

0

0

243

3,398

平成18年度

0

0

0

0

13,551

7,461

0

6,090

0.70

0.70

0

0

0

630

0

0

630

14,181

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度



平成17年度 所属

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

都市整備部 街路整備課

事務
事業

事務
事業
意図

対象

現状
と
課題

成果
・
活動
指標

経常事業

事
務
事
業
手
段

根拠
法令

目

標

達

成

状

況

総合
評価

事

務

事

業

評

価

事業の
必要性

民間
活用

成果
向上
余地

経費
削減
余地

予定

実績

予定

実績

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

単位ｺｽﾄ

予定

実績

092405 新小岩駅北口道路整備事業

区分

事業区分 施策体系 0924 駅周辺等拠点の形成

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

１、北口地区の西井堀及び区道 ２、北口を利用する周辺住民や商業に携わる人

北口地区の道路が整備され、人や車の流れが円滑になり、北口地区が広域拠点を構成する
地区の一つとして、人が働き、憩う、賑わいのある地区になっている。

平成17年度事業開始
①西井堀埋立跡地の一部と旧都有地を歩車道として整備することで、平和橋通りと蔵前橋
通りの両方から北口地区へのアクセスを改善し、地区内の人や車の流れをより円滑化する
。
②たつみ橋交差点から避難場所である新小岩公園までの西井堀を埋立て、震災時の避難道
路として整備することで地区の防災性を高める。

災害対策基本法、都市計画法、葛飾区基本計画

新小岩駅周辺は、JR総武線と平和橋通りによって「４つの地区」に分割され、駅周辺の一
体性が阻害され、広域拠点としての役割が十分果たされていない。そのため、４地区の特
性を生かしながら、駅周辺の回遊性を高めるための地域の総合整備が必要である。

成果指標１ 新小岩駅周辺が、人が働き、憩い、賑わいのある新小岩地域の拠点となって
いる。（区のマーケティング調査）

活動指標１ 事業進捗率（当該年度までの整備事業費 全体事業費）

継続 新小岩駅北口道路整備事業は、広域生活拠点の形成を目指して行われる新小岩駅周
辺開発事業を進めるために、今後も継続すべき事業である。

はい 新小岩駅周辺開発事業を進める上で、北口の基盤整備事業である道路整備は必要な
事業である。

実施済 工事施行等、既に民間委託を実施している。

ある 今後進められる新小岩駅周辺の各種整備事業と本事業とが相乗し、成果がより向上
すると考えられる。

あまりない 事業費はコスト縮減の観点をもって算出されているため、これ以上の経費削
減の余地はあまりない。

％

％

平成17年度

事務事業評価表

成果指標１ 30.00

33.80

13.49

12.08

3,425.83

41,384

平成18年度

35.00

54.31

118,596

平成19年度 平成20年度

活動指標２

成果指標２

活動指標１

[ ]

[ ]

[ ]

[ ]

21600000平成18年度
【No.600】



コスト分析表

年 度

事務事業

所 属

事業期間 ～

092405

平成17年度 平成20年度

都市整備部 街路整備課

新小岩駅北口道路整備事業

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

12,000

0

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

21600000

0

28,439

31,724

0

8,715

1.05

0.00

1.05

0

0

0

945

0

0

945

41,384

平成18年度

0

0

0

0

117,687

108,900

0

8,787

1.01

1.01

0

0

0

909

0

0

909

118,596

平成19年度 平成20年度

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)


